
　

　　　　　

1. カフェテリアプラン

　　　　　　カフェテリアプラン　とは・・・・・・

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　アメリカで産まれた「カフェテリアプラン」というメニューの方式の福利厚生制度です。

　　　　　　　　　カフェテリアで料理や飲み物を選ぶように、会社が用意したさまざまな福利厚生のメニューの中から、

自分に必要なサービスを自分で選べます。

　　　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　　　　　カフェテリアプランでは、メニューはポイント制になっていて、決められた合計ポイントの範囲で、利用したいものを組み合わせて自己申告します。

　　　　　　　　　　全社員に一律に同じポイントが与えられる場合と、扶養家族のいる社員にはその分ポイントが加算される場合がありますが、これはそれぞれの企業等の考え方によって異なります。　

2. カフェテリアプランのメリット

　　　
1 従業員の福利厚生へのニーズの多様化に対応することができる。

福利厚生ニーズは、かつて生活援護面に集中していたが、現在では、ファイナンシャルプラン・メンタルへルスを含めた健康づくりプラン・家庭と就業との両立プラン、レジャープランなど新しい領域へのニーズが高まっている。

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　配分されたクレジットの範囲内であればそれぞれが独自に、自らのニーズに適したメニューを選択できる。　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

2 福利厚生費の総枠管理が可能になる。

　　　　

　　　　カフェテリアプランでは、従業員がどのようなメニューをいくつ選択しようが、各自に配分されたクレジットに上限があるため、使われたクレジットの総量が予算総枠を超えることは原則としてありえない。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　高騰する福利厚生費の負担を抑制することができ、まず財源ありきで対応できる。　　

3 優秀な人材の確保・育成および広報宣伝と募集誘因の効果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　従業員趣向の福利厚生制度であるため、カフェテリアプラン導入による宣伝効果・優秀な人材確保の可能性が広がる。

4 従業員間の不公平感の是正

　　　　　　　　　　　　　

事業主側から一方的に提供する福利厚生の場合、おのおのの事情により不公平感が生じる。

旅行への参加・忘年会等への参加の都合がつかない場合等。　


　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　カフェテリアプラン導入により福利厚生に対する平等感を確保することができる。　　　　

3. カフェテリアプランのデメリット

1 福利厚生の理念である「必要性の原則」に反する。

　　　　福利厚生は、必要だと認められる人に必要なだけサービスを提供できる仕組みになっている。

　　　たとえば、傷病による長期休業者への所得保障や在職中死亡者への育成年金などは、それが仮に従業員一人あたり福利厚生費の平均額を大幅に上回るものであったとしても、「必要に応じ必要なだけ」提供されてきた。　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　カフェテリアプランでは、原則として各自が利用できるクレジットが決まっているため、「必要なだけ」請求することができなくなる。

2 税制上の問題

　　　　カフェテリアプランに対する税制上の取扱いが明確にされていない。　　　　　　　


　　　　　　　　　ベネッセ・コーポレーションの国税庁に対するカフェテリアプランの課税上の取扱いに対する見解

　　　　　　＝　「課税扱いと非課税扱いが混在していることから、メニューの選択を認める制度は、全体として課税対象とされるのではないかととする見解もある」が、「施策の各項目は、一定の要件に該当しなければサービスを受けられないものであり、そのサービスが受けられないことによって金銭が支給されるものではありません。また選択によってその給付の性質までも変わってしまうと考えるのは適当でないと思われます。したがって、カフェテリアプランの場合には、現に受けるサービスの内容によって課税・非課税を判断すべきものと考えられます。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　選択メニューに対する課税の原則は個々の給付毎に判断され、現在課税扱いになっている給付には課税し、非課税扱いの給付には課税しないということである。　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　国税庁の見解が不明確のため、納税者側との見解の相違が生じる恐れあり。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課税対象とするか否か？

4. カフェテリアプランのメニュー

1 育児、育成

· 保育園、託児所補助

· ベビーシッター補助

· 教育費補助

· 育児用品補助

2 財産形成

· 財形貯蓄利子補給・奨励金

· 持ち株会奨励金

· 個人年金補助

· 個人ライフプラン補助

· ブライダル積立補助

3 保険

· 長期障害所得補償保険

· 団体生命保険補助

· 医療保険補助

· 介護保険補助

· 損害保険補助

· 子供保険補助

4 住宅

· 住宅ローン補助

· 住居費補助

· 社宅費用補助

· 独身寮費補助

· 修繕・新築・改善費補助

· 耐震診断料補助

· リロケーション補助

· 転居費用補助

5 休暇

· 育児休暇

· 介護休暇

· ボランテｲア休暇・休職

· メモリアル休暇

6 健康

· 健康増進施設利用補助

· 健康用具購入補助

· 健康実践

· マッサージ補助

· 健康講座

7 医療

· 人間ﾄﾞｯｸ補助（本人または家族）

· 保険医療費補助

· 歯科治療費補助

· 保険外医療費補助

· 入院差額ベッド代補助

· 家族検診補助

· カウンセリング補助

· 脳ドッグ補助

· 医薬品購入補助　　

8 レク施設

· 宿泊施設利用補助

· 娯楽施設利用補助

· 文化施設利用補助

9 レク活動

· 旅行補助

· 文化・趣味活動補助

· クラブ活動補助

· 各種講座・教室受講補助

· スポーツ観戦補助

· リフレッシュ給付

· ボランテｲア活動費補助

· キャンピング補助

· 会費補助

· チケット購入補助

· 社内イベント補助

· 余暇用具購入補助

10 自己啓発

· 通信教育受講補助

· 各種スクール受講補助

· 資格取得補助

· 語学スクール補助

· 自己啓発用具・図書購入補助

· 講演会・技術会参加費補助

11 介護

· ホームヘルパー利用補助

· 介護・看護費補助

· 介護機器購入補助

· 介護クーポン利用補助

· 介護休業者保険料補助

· 介護講習受講料補助

12 交通費

· 新幹線、特急券補助

· 単身赴任者旅費補助

· 指定券補助

· 有料道路利用料金補助

· 駐車場料金補助

· ガソリン補助

13 生活援助

· 購買補助

· 食事利用補助

· 制服貸与

· 車検代補助

· 理美容料金補助

· 眼鏡購入補助

· 防災用品購入補助

· JAF会員加入補助

14 その他

· 祝金給付

· 各種相談料補助

· 退職記念旅行補助

· 転勤者家具ﾚﾝﾀﾙ補助　　

5. カフェテリアプランの給付システム

　　①　受給対象者の（制度適用者）の範囲

　　　　　受給対象者をどこまで認めるか？パート、アルバイトの方にまで適用範囲を広げるか？

　　　　

　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　基本的な対象者は、正社員（管理職を含む）全員が一般的　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、パート・アルバイトのうち一定年数を経過したものを対象とすることも

2 クレジットの付与方法

　　　クレジットは、1ポイント1、000円相当分としているのが一般的。

　　　点数付与は、企業によってさまざまで、30ポイントから140ポイント程度の範囲で。　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福利厚生費の年間予算から逆算して

3 クレジットの配分

　　　一律配分か成果・能力主義か


ほとんどの企業が、すべて確保した財源を制度加入者で除した平均点数を一律に配付する方式をとっている。扶養家族加点などを行っている企業もある。

4 クレジットを翌年繰越し可とするか単年度清算とするか

　　　　　　　　　　

　翌年繰越し制度とした場合、各個人のクレジット管理の事務煩雑になる。

　この問題をクリアすれば、一定年度内においてのみ繰越し可とすることも可能。




























